
 

その他 事業収入

92,489,000 92,487,014 92,487,000 14

成果に係る評価

　高潮や降雨時に仮設ポンプを稼働させることにより、冠水被害の拡大防止が図られ、地域住民の防災
安全に寄与できた。
　全地区の本設のポンプ場完成まで、冠水被害の軽減のため、事業を継続する必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

　市全体の仮設ポンプ設置箇所数と設置台数　（Ｈ30.3.31現在）

　　　　34箇所、80基

　　　　φ200　　　 　 8基

　　　　φ350　　　　 15基

成　　　　果

　平成29年度は、湊地区の土地区画整理事業が進捗し、湊排水ポンプ場から排水が可能となったこと
で、平成28年度と比較して、設置箇所数及び設置基数が減少が図られた。
　高潮や降雨時に冠水被害を防止するため仮設ポンプによる強制排水を行い、歩行者及び車両の円滑な
通行を確保するとともに、被害の拡大防止が図られた。

　・設置箇所数（一般会計分）

   　 　22箇所

　　 　北上川右岸（住吉、中央、門脇地区）、流留・赤堀・沢田地区等に設置した。

　・設置箇所数（下水道特別会計分）

目的及び事業内容

　東日本大震災により生じた地盤沈下による冠水被害に対応するため、また、ポンプ場の整備が完了す
るまでの間、臨時的に仮設ポンプを設置し強制排水を行い、被害の軽減化を図るもの。
（対象区域）公共下水道事業認可区域

都市基盤の復旧・復興目 東日本大震災関係費

取　組　実　績

　 　12箇所

　　北上川左岸（湊地区）、渡波・万石浦地区に設置した。

　・設置台数（一般会計分） 　・設置台数（下水道特別会計分）

2

事業コード 001-301-004-00567 事　業　名 排水ポンプ設置事業（冠水対策）

復
興
計
画

実施計画
掲載ページ

Ｐ164 中　事　業 内水排除対策費（下水道事業特別会計）

(  )

( 1 )

( 1 )

みんなで築く災害に強
いまちづくり

( 3 ) 減災まちづくりの推進雨水排水施設管理費 第  節

予
算
科
目

1 款 管理費
総
合
計
画

第  章

3

項

　　　　合計 　　　　 53基 　　　　合計 　　　　 27基

　　　　φ100　　　　　4基

　　　　φ200　　　 　21基 　　　　φ150　　　 　 4基

　　　　φ250　　　    4基

　　　　φ350　　　 　11基

　　　　φ150　　　 　13基
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石巻 φ150～250㎜ 施工延長 施工延長累計

河北 φ150㎜ 施工延長 施工延長累計

河南 φ150～200㎜ 施工延長 施工延長累計

桃生 φ150～250㎜ 施工延長 施工延長累計

北上 φ150㎜ 施工延長累計

牡鹿 φ150㎜ 施工延長累計

雄勝 φ 75mm～ 施工延長累計

平成29年度施工延長合計

施工済み延長累計 圧送φ50～1350㎜ 639,402.86ｍ（石巻･河北･河南･桃生･雄勝･北上･牡鹿)

石巻   5.45ha　整備面積累計　1,759.25ha 河北 20.52ha 整備面積累計　213.09ha

河南   0.06ha　整備面積累計　　442.09ha 桃生  0.25ha 整備面積累計　181.14ha

北上   0.00ha　整備面積累計　 　62.80ha 牡鹿  0.99ha　整備面積累計 　69.85ha

平成29年度整備面積合計    27.27ha   (石巻･河北･河南･桃生･北上･牡鹿）

整備済み面積累計 2,728.22ha  （石巻･河北･河南･桃生･北上･牡鹿)

　普及率：宮城県平均に対しまだ低い水準にあるが、前年度との比較では3.1％の伸びとなっている。

事　業　名 公共下水道建設事業

第 1 節

( 1 )

復
興
計
画

(  )

(  )

公共下水道建設事業費、特定環境保全公共下水道建設事業費
（下水道事業特別会計）

事業収入

第 5 章

80.9％

79,646.93ｍ (鹿又地区を含む。)

心ゆたかな誇れるまち

豊かな自然を次世代に
継承する

中　事　業

自然環境を保全する

(  )

78.3％

5,497.36ｍ

57.6％

74.1％

79,153,312443,400,000

地方債国(県)支出金

386,284,000

81.8％ 73.2％ 74.6％

59.4％

62.4％ 44.4％ 52.7％

2　汚水処理整備面積施工実績

(防集事業を含む。)

37.3％ 52.2％ 76.0％

予
算
科
目 1

2
目

2 款

1 項

総
合
計
画

公共下水道建設費
特定環境保全公共下水道建設費

建設費

公共下水道建設費

事業コード

　生活環境の改善及び公共用水域の水質保全、大雨による浸水被害の防除を図るため、公共下水道を整
備する。
　・全体計画面積　4,112.8ha
　・全体計画処理人口　110,180人目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

  下水道施設は健全な都市環境に欠かせない社会資本であり、今後も更なる整備が求められている。
  震災以降は、東日本大震災による災害復旧・復興事業と並行して新たな面整備事業を行っており、国
からの予算や人員等の確保など厳しい面もあるが、今後も効率的に事業を進めていく必要がある。

　平成29年度公共下水道建設事業実績

1　汚水管渠施設施工延長

1,812.23ｍ 423,504.32ｍ (県移管分を含む。)

46,833.06ｍ

1,706.43ｍ

27,529.23ｍ

12,586.95ｍ

9,219.62ｍ

Ｐ101

※普及率及び整
備率：震災によ
る下水道管被災
や避難状況は反
映していない。

22,447.91ｍ (防集事業を含む。)

26,854.46ｍ

005-001-001-00207

河北

取　組　実　績

成　　　　果

汚水 地区
普及率 整備率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ28 Ｈ29

下流
東部
流域

石巻 86.0％ 89.9％ 80.9％

203.60ｍ

計

桃生 58.7％ 60.8％ 70.6％ 70.7％

54.4％

河南
下流
流域

石巻 66.0％ 66.5％ 54.1％

計 59.8％ 63.5％ 59.7％

単独

河北 74.1％ 67.0％ 66.7％ 66.9％

雄勝 廃止 廃止 廃止 廃止

北上 38.1％ 35.6％ 100.0％ 100.0％

牡鹿 35.4％ 34.9％ 90.2％ 90.3％

合　計 64.4％ 67.5％ 66.0％ 66.3％

予算の執行状況
予算額

959,114,600

決算額の財源内訳

決算額

908,837,312

その他

（単位：円）

成果に係る評価
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計

計

80.9％ 80.9％

河北地区 44.3％ 44.4％ 52.7％

桃生地区 70.6％ 70.6％

成　　　　果

　宮城県が浄化センター及び幹線管渠等を整備することにより、流域関連公共下水道として面的整備工
事を実施できることから、水洗化の普及が図られ、公共用水域の水質保全及び生活環境の改善に寄与し
た。

主な指標項目 地区別 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

普及率

石巻地区 88.5％ 86.0％ 89.9％

河北地区 41.1％ 57.6％ 62.4％

70.7％

桃生地区 56.2％ 58.7％ 60.8％

整備率

石巻地区 80.8％

73,083 千円 20,007 千円

取　組　実　績

13,037 千円 5,552 千円

10,368 千円 4,257 千円

40,660 千円 8,347 千円

業務等名称 事業費 負担金

千円

9,018 千円 1,851 千円

409,408 千円 93,033 千円

千円

千円

35,315

2,273

4,833

311

千円

千円

予算の執行状況
予算額

113,040,000

決算額の財源内訳

決算額

113,039,537

その他

（単位：円）

成果に係る評価

事業コード

  石巻市、女川町を構成市町とする県営の北上川下流東部流域下水道事業における、処理施設、管渠等
の整備費の一部を、北上下流東部流域下水道建設費に係る費用負担に関する覚書（Ｈ27.2.20）及び下
水道法の規定に基づき負担するものである。

負担額＝（県営事業費-国庫負担額）×1/2×市町負担割合
石巻市：82.12％  女川町：17.88％

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

　宮城県及び関連市町と連携し計画的に浄化センターや幹線管渠の整備を図ることにより、効率的な事
業推進に資するとともに、水洗化の普及拡大により公共水域の水質保全及び生活環境の改善に寄与して
いる。

　平成29年度北上川下流東部流域下水道建設費県営事業負担金実績

　事業内容

1  工事関係

工事等名称 事業費 負担金

30,000

60,904 千円

34,749 千円 4,756 千円

12,504 千円

43,524 千円

37,500

予
算
科
目

1 目

2 款

2 項

総
合
計
画

流域下水道建設費

639,537112,400,000

地方債国(県)支出金

北上川下流東部流域下水道建設費県営事業負担金

復
興
計
画

(  )

(  )

流域下水道建設費県営事業負担金（下水道事業特別会計）

事業収入

76,940 千円 10,531 千円

106,001 千円

千円 5,133

中　事　業

(  )建設費

流域下水道建設費

事　業　名

(  )

(  )

(  )

千円 6,159 千円

25,726 千円 5,282 千円

その他（事務費、元利償還負担等）

ストックマネジメントを考慮した次期長寿命化計画策定

北上川下流東部流域管渠劣化調査業務委託

河北桃生幹線設計

河北桃生幹線外管渠長寿命化工事

流域ポンプ場施設遠方監視長寿命化工事

石巻東部浄化センターNO.2汚泥脱水設備（機械）長寿命化工事

石巻東部浄化センター中央監視装置（汚泥）長寿命化工事

河北桃生幹線移設工事他

石巻東部浄化センターNO.2汚泥脱水設備（電気）長寿命化工事

石巻東部浄化センター運転制御設備（水処理）長寿命化工事

石巻東部浄化センター中央監視装置長寿命化工事

石巻東部浄化センター外遠方監視装置長寿命化工事

2  委託関係等
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石巻浄化センター水処理施設（2系2/2）機械設備工事

石巻浄化センター機械濃縮監視制御設備工事

石巻浄化センター機械濃縮電気設備工事

石巻浄化センター運転制御設備（沈砂池ポンプ棟）長寿命化工事

石巻浄化センター水処理施設（2系2/2）電気設備工事

石巻浄化センター機械濃縮機械設備工事

石巻浄化センター機械濃縮電気設備（その2）工事（NO.2濃縮機）

石巻浄化センター機械濃縮機械設備（その2）工事（NO.2濃縮機）

石巻浄化センター運転制御設備（水処理・用水設備）長寿命化工事

石巻浄化センター中央監視装置（水処理施設）長寿命化工事

千円 4,645 千円

100,182 千円 12,064 千円

中　事　業

(  )建設費

流域下水道建設費

事　業　名

(  )

(  )

(  )

35,27180,400,000

地方債国(県)支出金

北上川下流流域下水道建設費県営事業負担金

復
興
計
画

(  )

(  )

流域下水道建設費県営事業負担金（下水道事業特別会計）

事業収入

51,842 千円 6,243 千円

52,060 千円 6,269 千円

予
算
科
目

1 目

2 款

2 項

総
合
計
画

流域下水道建設費

事業コード

  石巻市、東松島市を構成市とする県営の北上川下流流域下水道事業における、処理施設、管渠等の整
備費の一部を、北上下流流域下水道建設費に係る費用負担に関する覚書（Ｈ27.2.20）及び下水道法の
規定に基づき負担するものである。

　負担額＝（県営事業費-国庫負担額）×1/2×各市負担割合
　石巻市：72.25％  東松島市：27.75％

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

　宮城県及び関連市と連携し計画的に浄化センターや幹線管渠の整備を図ることにより、効率的な事業
推進に資するとともに、水洗化の普及拡大により公共水域の水質保全及び生活環境の改善に寄与してい
る。

　平成29年度北上川下流流域下水道建設費県営事業負担金実績

　事業内容

1  工事関係

工事等名称 事業費 負担金

25,717

60,691 千円 7,308 千円

105,448 千円 12,698 千円

成果に係る評価

千円 2,709 千円

予算の執行状況
予算額

80,436,000

決算額の財源内訳

決算額

80,435,271

その他

（単位：円）

21,662 千円 2,608 千円

50,103 千円 6,033 千円

千円

28,554 千円 3,438 千円

16,738 千円 2,016 千円

石巻浄化センター運転制御設備（送風機設備）長寿命化工事

千円

2  委託関係等

業務等名称 事業費 負担金

8,504 千円 1,536 千円河南幹線管渠長寿命化詳細設計（布設替）業務

北上川下流流域管渠劣化調査業務

千円

15,015 千円 5,428 千円

31,192 千円 5,634 千円ストックマネジメントを考慮した次期長寿命化計画策定

その他（事務費、元利償還負担等）

取　組　実　績

成　　　　果

主な指標項目 地区別 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

石巻地区 65.8％ 66.0％

計 64,711 千円 14,404

10,000 千円 1,806

計 535,491 千円 66,031

22,494

　宮城県が浄化センター及び幹線管渠等を整備することにより、流域関連公共下水道として面的整備工
事を実施できることから、水洗化の普及が図られ、公共用水域の水質保全及び生活環境の改善に寄与し
た。

66.5％

河南地区 37.5％ 37.3％ 52.2％

石巻地区 51.9％ 54.1％ 54.4％
整備率

普及率

河南地区 75.8％ 76.0％ 74.1％
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予算額

4,320,000

決算額の財源内訳

決算額

4,320,000

事業コード

　既存施設の調査・機能診断を実施し、長寿命化に繋がる最適整備構想策定を行う。更に最適整備構想
を策定することで、適時適切な修繕と更新を行うことにより、施設の長寿命化を図るとともに維持費の
平準化を図ることを目的とする。

目的及び事業内容

和渕

笈入

4,000,000

（単位：円）

　平成28年度に実施した河南地区（定川・和渕・笈入）の管路施設及び処理施設の機能診断調査を基
に、最適整備構想の策定を行った。

　平成28年度に実施した河南地区（定川・和渕・笈入）の管路施設及び処理施設の機能診断調査を基
に、最適整備構想の策定を行った。

予算の執行状況

成　　　　果

取　組　実　績

　平成28年度に実施した河南地区（定川・和渕・笈入）の管路施設及び処理施設の機能診断調査の結果
から、市内の農業集落排水施設について、今後の施設の補修・改築などを計画的かつ効率的に取り組む
ための農業集落排水施設最適整備構想策定に結びつけることができた。

成果に係る評価

国(県)支出金

農業集落排水施設費

(  )

12.1㎞

自然流下式

地区名

豊かな自然を次世代に
継承する

自然環境を保全する( 1 )

農業集落排水施設管理費（農業集落排水事業特別会計）

予
算
科
目

1 目

1 款

実施計画
掲載ページ

2 項

処理人口

管路施設

施設管理費

地方債

　最適整備構想策定実施施設

処理施設

処理方法

総
合
計
画

事業収入

収集方式

8.3㎞

管路延長

320,000

その他

自然流下式

2,180人

1,830人

管理費

(  )

第 5 章

005-001-001-01067 事　業　名 農業集落排水施設最適整備構想策定事業

第 1 節 (  )

心ゆたかな誇れるまち

Ｐ100 中　事　業

復
興
計
画

生物膜法
（活性汚泥併用生物膜方式）

浮遊生物法
（回転式活性汚泥方式）

22.7㎞ 真空式

区分
全体事業計画進捗率

達成率
目標値 実績等

定川

Ｈ29 100％ 100％ 100％

浮遊生物法
（回転式活性汚泥方式）

2,120人

Ｈ28 58.8％ 58.8％ 100.0％
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予
算
科
目

2 款 建設費
総
合
計
画

第 5 章

1 目 浄化槽整備推進事業費 ( 1 )

(  )

自然環境を保全する (  )

1 項 浄化槽建設費 第 1 節
豊かな自然を次世代に
継承する

(  )

心ゆたかな誇れるまち

実施計画
掲載ページ

Ｐ100 中　事　業 浄化槽整備推進事業費（浄化槽整備事業特別会計）

事業コード 005-001-001-00612 事　業　名 浄化槽市町村整備推進事業

復
興
計
画

目的及び事業内容

　北上総合支所所管区域内の公共下水道以外の区域を対象に、生活排水による公共用水域の水質汚濁を
防止するため、浄化槽を整備することにより、生活環境の改善及び公衆衛生の向上に資することを目的
とする。

取　組　実　績

5人槽 7人槽 10人槽 計

設置基数 1基 7基 0基 8基

工事金額 950,400円 8,794,440円 0円 9,744,840円

成　　　　果

主な指標項目 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

設置基数 3基 2基 8基

成果に係る評価

　豊かな自然環境を次世代に継承するためには、公共下水道等の集合処理施設の整備と併せ、集合処理
区域外の浄化槽整備も並行して引き続き推進する必要がある。
  平成29年度は、前年度と比較して、設置基数が増加し、市町村設置型の浄化槽の整備を進めることが
できた。今後も、市町村設置型の浄化槽整備の推進のためには、事業を継続する必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

10,286,000 9,744,840 2,365,000 1,800,000 5,579,840
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その他 事業収入

44,000,000 43,999,200 2,900,000 41,099,200

成果に係る評価

　平成29年度は前年度から引き続き、北上地区での防災集団移転促進事業と公共下水道代替施設の整備
が進んだことから設置基数が前年度と比較して増加した。
　防災集団移転促進事業による浄化槽整備は続くことから、事業が終了する平成30年度まで、浄化槽集
中導入事業を継続する必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

成　　　　果

主な指標項目 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

設置基数 30基 27基 41基

26,956,800円 0円 43,999,200円

設置基数 18基 23基 0基 41基

目的及び事業内容

　北上総合支所管内の公共下水道以外の区域において、東日本大震災による浸水区域内の住宅等及び防
災集団移転促進事業造成団地に新築する住宅等対象に、また、北上・雄勝・牡鹿総合支所所管内におい
て、公共下水道の代替施設として、生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、浄化槽を整
備することにより、市民生活の復興を図るとともに、生活環境の改善及び公衆衛生の向上に資すること
を目的とする。

取　組　実　績

5人槽 7人槽 10人槽 計

工事金額 17,042,400円

実施計画
掲載ページ

Ｐ164 中　事　業 浄化槽復興整備事業費（浄化槽整備事業特別会計）

事業コード 001-301-005-00616 事　業　名 浄化槽集中導入事業（市町村設置型）〔復興交付金〕

復
興
計
画

1 項 浄化槽建設費 第  節 ( 3 ) 減災まちづくりの推進

( 1 )
みんなで築く災害に強
いまちづくり

( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

予
算
科
目

2 款 建設費
総
合
計
画

第  章

2 目 東日本大震災関係費 (  )
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（単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

（戸建住宅地供給）

戸 戸 戸 ％

戸 戸 戸 ％

戸 戸 戸 ％

3.3

22.8

53.5

66.3

86.9

99.8

88.2

57.3

76.3

81.6

97.7

101.4

330,868

2,274,005

5,281,835

6,765,059

8,340,507

8,677,454

3.8

39.8

70.2

81.3

88.9

98.4

決算額累計
成果指標

目標値 実績値
達成値

（A) （B) （C） （D) （E=B/A)（F=D/A） （G=D/B）

成果に係る評価

Ｈ26 730 86 86 11.8

Ｈ26 9,870,000 6,925,000 3,007,830

Ｈ27 10,198,320 8,288,033 1,483,224

Ｈ27

336,947

　平成28年度には、住宅再建の支援に向け進めてきた宅地供給の全てを完了することができ、平成29年
度に換地処分が完了している。
　今後は事業完了に向けた業務が必要である。

1,943,137

総事業費 計画額 決算額

336,947,447 336,947,447

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

342,101,000

成　　　　果

　土地区画整理の実施により、早急な都市基盤の復旧・復興、集団移転先の確保に向けた事業の推進を
図り、宅地造成等工事、宅地供給を全て完了し、換地処分を実施した。

計画総数 供給実績

Ｈ24 9,974,179 375,000 330,868

100

Ｈ25 9,974,179 3,967,568

Ｈ28 9,598,410 8,532,986 1,575,448

Ｈ29 8,698,544 8,555,916

730

Ｈ28 730 324 730

320

供給数累計 進捗率

406 55.6

2 目 新蛇田地区事業費 (  ) ( 1 )

震災復興土地区画整理
事業費

第  節

復
興
計
画

( 1 )
みんなで築く災害に強
いまちづくり

1 項

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章

( 3 )

都市基盤の復旧・復興

目的及び事業内容

　土地区画整理事業の実施により、都市基盤の早期復旧・復興を図り、震災により移転を余儀なくされ
た市民の集団移転先として、良好かつ健全な市街地（46.45ha）を形成する。

減災まちづくりの推進

取　組　実　績

　・都市計画決定　平成24年3月30日

　・事業計画認可　平成24年7月20日

実施計画
掲載ページ

Ｐ146 中　事　業 新蛇田地区事業費（市街地開発事業特別会計）

事業コード 001-301-001-00698 事　業　名 土地区画整理事業（新蛇田地区）

予
算
科
目

　平成28年度までに調査・設計業務、宅地造成等工事の全てが完了し、戸建住宅地の供給も全て完了し
た。
　平成29年度には、仮換地を最終的な換地とする換地処分を実施した。
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（単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

（戸建住宅地供給）

戸 戸 戸 ％

戸 戸 戸 ％

震災復興土地区画整理
事業費

第  節

( 1 )

( 1 ) 都市基盤の復旧・復興(  )

復
興
計
画

決算額累計
成果指標

目標値 実績値
達成値

（A) （B) （C） （D) （F=D/A）（E=B/A) （G=D/B）

1 項

目的及び事業内容

　土地区画整理事業の実施により、都市基盤の早期復旧・復興を図り、震災により移転を余儀なくさ
れた市民の集団移転先として、良好かつ健全な市街地（17.75ha）を形成する。

( 3 ) 減災まちづくりの推進

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章
みんなで築く災害に強
いまちづくり予

算
科
目

実施計画
掲載ページ

Ｐ147 中　事　業 新渡波地区事業費（市街地開発事業特別会計）

3 目 新渡波地区事業費

事業コード 001-301-001-00701 土地区画整理事業（新渡波地区）

成　　　　果

取　組　実　績

事　業　名

　土地区画整理の実施により、早急な都市基盤の復旧・復興、集団移転先の確保に向けた事業の推進
を図り、事業を完了した。

　・都市計画決定　平成24年8月7日

　・事業計画認可　平成24年12月27日

8.7

Ｈ27 129 114 129

Ｈ26

　平成28年度までに調査・設計業務、宅地造成等工事及び換地処分が完了した。
　平成29年度は、事業完了に向けた事業管理業務を実施した。

総事業費 計画額 決算額

Ｈ25 3,607,000 1,542,000 479,632

成果に係る評価

　住宅再建支援に向け進めてきた宅地供給が平成27年度に完了し、平成29年度に事業が完了した。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

国(県)支出金 地方債 その他

決算額の財源内訳

20,005,400 19,613,764

3,179,987

事業収入

19,613,764

計画総数 供給実績 進捗率供給数累計

100

172 15 15

3,179,987

3,160,373

2,954,285

1,132,374

501,762

22,130

3,179,987 19,614

Ｈ28 3,607,000 3,470,000 206,088

Ｈ27 3,607,000 3,327,000 1,821,911

Ｈ24 3,607,000 132,000 22,130

Ｈ26 3,521,000 2,717,000 630,612

Ｈ29

16.83.7 0.6

42.8

77.2

92.2

96.2

100

13.9

32.2

81.9

87.6

100

32.5

41.7

88.8

91.1

100
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（単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

（戸建住宅地供給）

戸 戸 ％

（F=D/A） （G=D/B）

2,065,485

2,044,858

1,968,096

859,521

240,452 30.8 9.8 31.9

58.7

84.4

95.8

100

34.5

80.3

87.2

100

58.7

95.1

91.0

100

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

23,804,440 20,626,693 20,626,693

Ｈ27 83 83 100

成果に係る評価

　住宅再建支援に向け進めてきた宅地供給が平成27年度に完了し、平成29年度に事業が完了した。

計画総数 供給実績 進捗率

成　　　　果

　土地区画整理の実施により、早急な都市基盤の復旧・復興、集団移転先の確保に向けた事業の推進を
図り、事業を完了した。

総事業費 計画額 決算額

Ｈ26 2,492,000 1,463,300 619,069

Ｈ29 2,065,485 2,065,485 20,627

Ｈ27

取　組　実　績

　・都市計画決定　平成24年11月27日

　・事業計画認可　平成25年3月28日

　平成28年度までに調査・設計業務、宅地造成等工事及び換地処分が完了した。
　平成29年度は、事業完了に向けた事業管理業務を実施した。

実施計画
掲載ページ

Ｐ147 中　事　業 新渡波西地区事業費（市街地開発事業特別会計）

事業コード 001-301-001-00702 事　業　名 土地区画整理事業（新渡波西地区）

予
算
科
目

復
興
計
画

( 1 )
みんなで築く災害に強
いまちづくり

1 項

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章

( 3 )

都市基盤の復旧・復興

目的及び事業内容

　土地区画整理事業の実施により、都市基盤の早期復旧・復興を図り、震災により移転を余儀なくされ
た市民の集団移転先として、良好かつ健全な市街地（11.13ha）を形成する。

減災まちづくりの推進

4 目 新渡波西地区事業費 (  ) ( 1 )

震災復興土地区画整理
事業費

第  節

2,452,000 2,068,500 1,108,575

Ｈ28 2,345,000 2,247,400 76,762

Ｈ25 2,452,000 754,260 240,452

決算額累計 達成値
成果指標

目標値 実績値

（A) （B) （C） （D) （E=B/A)
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（単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

（戸建住宅地供給）

戸 戸 戸 ％

戸 戸 戸 ％

戸 戸 戸 ％

Ｈ29 6,393,014 6,206,649 451,362

Ｈ25 6,703,000 745,000 135,584

Ｈ26 6,542,000 2,239,000 978,819

Ｈ27 6,734,011 3,938,011 2,460,114

Ｈ28 6,456,000 6,022,149 2,196,261

総事業費 計画額 決算額 決算額累計
成果指標

達成値
目標値 実績値

（A) （B) （C） （D) （E=B/A)（F=D/A） （G=D/B）

目的及び事業内容

　土地区画整理事業の実施により、都市基盤の早期復旧・復興を図り、震災により移転を余儀なくされ
た市民の集団移転先として、良好かつ健全な市街地（27.38ha）を形成する。

減災まちづくりの推進

5 目 新蛇田南地区事業費 (  ) ( 1 )

震災復興土地区画整理
事業費

第  節

実施計画
掲載ページ

Ｐ147 中　事　業 新蛇田南地区事業費（市街地開発事業特別会計）

事業コード 001-301-001-00699 事　業　名 土地区画整理事業（新蛇田南地区）〔復興交付金〕

予
算
科
目

復
興
計
画

( 1 )
みんなで築く災害に強
いまちづくり

1 項

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章

( 3 )

都市基盤の復旧・復興

成　　　　果

　土地区画整理の実施により、早急な都市基盤の復旧・復興、集団移転先の確保に向けた事業の推進を
図り、宅地造成等工事、宅地供給を全て完了した。

取　組　実　績

　・都市計画決定　平成25年2月19日

　・事業計画認可　平成25年10月24日

　平成29年度までに調査・設計業務、宅地造成等工事の全てが完了し、戸建住宅地64戸を供給すること
ができ、宅地供給進捗率は100％を達成した。

Ｈ29 376 64 376 100

計画総数 供給実績 供給数累計 進捗率

Ｈ27 376 88 88 23.4

Ｈ28 376 224

事業収入

762,039,390 451,362,156 451,362,156

成果に係る評価

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他

　平成29年度に住宅再建の支援に向け進めてきた宅地供給の全てを完了することができた。
　今後は、換地処分に向けた業務が必要である。

6,222,140

5,770,778

3,574,517

1,114,403

135,584 11.1 2.0

312 83.0

18.2

34.2

58.5

93.3

97.1

17.0

53.1

89.4

97.3

49.8

90.8

95.8

100.2
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（単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

成果に係る評価

成　　　　果

　土地区画整理の実施により、早急な都市基盤の復旧・復興、集団移転先の確保に向けた事業の推進を
図り、造成等工事等を全て完了した。

2,730,000 2,130,000 560,490 78.0

74.7

86.1

93.4

97.0

29.8

69.7

83.62,227,888

1,886,125

812,486 38.1

Ｈ29 2,665,607 2,586,607 341,763

2,704,300 2,525,800

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

345,980,720 341,763,158 341,763,158

目的及び事業内容

　土地区画整理事業の実施により、都市基盤の早期復旧復興を図り、震災により移転を余儀なくされた
市民の集団移転先として新蛇田地区、新蛇田南地区の整備を進めているが、その両地区へ移転される市
民の住環境の向上を図るべく公共公益的施設を整備するとともに、良好かつ健全な市街地（13.70ha）
を形成する。

取　組　実　績

　・都市計画決定　平成25年10月22日

　・事業計画認可　平成26年5月1日

　平成29年度までに調査・設計業務、宅地造成等工事の全てが完了し、近隣公園の供用が開始された。

　平成29年度に近隣公園の整備が完了し、新蛇田、新蛇田南地区の住環境向上に寄与することができ
た。
　今後は、保留地の売却や換地処分に向けた業務が必要である。

Ｈ27

Ｈ26 2,638,500 700,000 251,996

Ｈ28

総事業費 計画額 決算額 決算額累計
成果指標

目標値 実績値

（A) （B) （C）

(  )

土地区画整理事業（新蛇田南第二地区）〔復興交付金〕

( 3 ) 減災まちづくりの推進

中　事　業 新蛇田南第二地区事業費（市街地開発事業特別会計）

第  節

総
合
計
画

事業コード 001-301-001-00919 事　業　名

第  章

6

予
算
科
目

1 款 市街地開発事業費

実施計画
掲載ページ

Ｐ148

1 項
震災復興土地区画整理
事業費

目
新蛇田南第二地区事業
費

( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

復
興
計
画

( 1 )
みんなで築く災害に強
いまちづくり

1,073,639

9.6 36.0

達成値

（D) （E=B/A)（F=D/A） （G=D/B）

251,996 26.5
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　下記のとおり業務及び工事等に着手、実施した。

　【認可関係】

　・都市計画決定：平成25年2月19日

　・事業計画決定：平成25年9月20日、第1回変更：平成26年5月27日、第2回変更：平成28年3月10日、

 　　　　　　　 　第3回変更：平成30年3月6日

　【平成29年度事業実施概要】

　地権者への個別説明を実施し、地区内の仮換地指定率：100％を達成した。


　また、設計業務、移転補償、宅地造成及び道路築造工事等を実施することにより、都市基盤の復興に

向けた事業の推進が図られた。

（単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

※　目標値及び実績値については、過年度からの累計値としている。

　被災された方々が、一日も早く安全安心な住宅地として生活基盤を構築し、再建できるよう、土地

区画整理事業を推進してきた。

　復興公営住宅の整備が完了し、入居開始となったことから地域の定住人口の回復に寄与した。

　引き続き、関係権利者や関係機関との綿密な協議を行い、関連他事業の工程との調整を図りながら

事業を進める必要がある。

第  節 ( 3 )

総
合
計
画

土地区画整理事業（新門脇地区）
街路整備事業（南光湊線、大街道石巻港線）〔復興交付金〕

設計業務 換地設計一式、実施設計一式　他

公共施設等工事
側溝設置：1,630ｍ、公園整備：14,100㎡、
宅地整地（盛土等）：35,200㎥、仮設工事一式　他

移転補償 建物：1件

（Ｃ／Ａ） （Ｅ／Ｄ）

Ｈ25 1,193,441 1,192,725

2,875,961 2,689,137

Ｈ26 1,897,752 1,876,423

（Ｂ）

事業コード
001-301-001-00704、
003-00836、00960

事　業　名

　被害が甚大であった新門脇地区では、市民の安全確保を第一に考え、多重防御による災害に強いまち
づくりを目指した住居系ゾーンとして石巻市震災復興基本計画において位置づけ、住宅機能や商業機能
の充実を図ることとしている。土地区画整理事業の導入により、高盛土道路等の整備に合わせ、避難の
支障となった狭隘道路や袋小路の解消、安全な避難経路の確保といった公共施設の整備、土地の集約等
による復興公営住宅の配置など、安全安心な市街地を形成し、地域人口流出の抑制と住宅等の再建を推
進する。
　【施工面積：23.7ha　施行期間：平成25年度～平成30年度　総事業費（Ａ）：10,646,460千円】

1,812,001 4,881,149

目的及び事業内容

事業内容

（Ｂ／Ａ）（Ｃ）

項目

年度
予算額

取　組　実　績

成　　　　果

29.0

達成値

11.2

93.1

成果指標

目標値（Ｄ）

2 目 新門脇地区事業費 (  ) ( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

実施計画
掲載ページ

Ｐ148、Ｐ154、Ｐ155 中　事　業 新門脇地区事業費（市街地開発事業特別会計）

復
興
計
画

( 1 )
みんなで築く災害に
強いまちづくり

2 項

1 款 市街地開発事業費

減災まちづくりの推進
被災市街地復興
土地区画整理事業費

第  章
予
算
科
目

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

Ｈ28 7,570,286 76.2 71.1 93.3

成果に係る評価

その他 事業収入

99.3

Ｈ29

28.8

1,192,725

49.2 45.8

11.2

1,009,280,549 1,008,021,642 1,008,021,642

Ｈ27 2,154,710

決算額
決算額累計

100.0

3,069,148

1,009,281 1,008,022 8,578,308 85.7 80.6 94.0

実績値（Ｅ）
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  下記のとおり業務及び工事等に着手、実施した。

　【認可関係】

　・都市計画決定：平成25年2月19日

　・事業計画決定：平成25年9月20日、第1回変更：平成26年5月21日、第2回変更：平成27年9月25日

　【平成29年度事業実施概要】

　地権者への個別説明を実施し、仮換地指定率：約99％（地権者ベース）を達成した。

　また、設計業務、移転補償、宅地造成及び道路築造工事等を実施することにより、都市基盤の復興に

向けた事業の推進が図られた。

（単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

※　目標値及び実績値については、過年度からの累計値としている。

　被災された方々が、一日も早く安全安心な住宅地として生活基盤を構築し、再建できるよう、土地

区画整理事業を推進してきた。

　復興公営住宅の整備が完了し、入居開始となったことから地域の定住人口の回復に寄与した。

　引き続き、関係権利者や関係機関との綿密な協議を行い、関連他事業の工程との調整を図りながら

事業を進める必要がある。また、土地利用計画が確定していない地権者もいることから、津波減災施設

等の早期整備を含め、可住地区として再建を促進していく必要がある。

1,014,917,929

その他

1,014,917,929

1,024,001 1,014,918 2,793,826 59.5 53.1 89.2

予算額

1,024,000,890

( 3 ) 減災まちづくりの推進

決算額
決算額累計 目標値（Ｄ） 実績値（Ｅ）

移設工事

達成値

（Ｅ／Ｄ）

設計業務

成果指標

事　業　名 土地区画整理事業（湊東地区）〔復興交付金〕

(  ) ( 1 )

事業コード

予
算
科
目

1 款 市街地開発事業費

001-301-001-00706

3 目 湊東地区事業費

2 項
被災市街地復興
土地区画整理事業費

第  節

復
興
計
画

( 1 )
みんなで築く災害に
強いまちづくり

実施計画
掲載ページ

Ｐ149 中　事　業 湊東地区事業費（市街地開発事業特別会計）

都市基盤の復旧・復興

総
合
計
画

第  章

目的及び事業内容

　被害が甚大であった湊東地区では、市民の安全確保を第一に考え、多重防御による災害に強いまちづ
くりを目指した住居系ゾーンとして石巻市震災復興基本計画において位置づけ、住宅機能や商業機能の
充実を図ることとしている。土地区画整理事業の導入により、高盛土道路等の整備に合わせ、避難の支
障となった狭隘道路や袋小路の解消、安全な避難経路の確保といった公共施設の整備、土地の集約等に
よる復興公営住宅の配置など、安全安心な市街地を形成し、地域人口流出の抑制と住宅等の再建を推進
する。
　【施工面積：29.6ha　施行期間：平成25年度～平成31年度　総事業費（Ａ）：5,259,544千円】

Ｈ26 542,104 464,561 978,930 20.1 18.6

移転補償

成　　　　果

年度
予算額

取　組　実　績

Ｈ25 515,650 514,369 9.8 9.8 100.0

（Ｂ）

項目

公共施設等工事

（Ｂ／Ａ）

建物：3件、工作物：11件

ＮＴＴ柱新設：57本、電力柱撤去：35本、
ガス管移設247ｍ、ガス管撤去433ｍ

がれき撤去：316㎥、側溝設置：2,671ｍ、雨水本管工：175ｍ、
上水道敷設：1,769ｍ、宅地盛土：6,371㎥、舗装工：1,240ｍ
用地管理：47,400㎡、仮設工事一式　他

換地設計一式、実施設計一式　他

事業内容

成果に係る評価

予算の執行状況
決算額

国(県)支出金 地方債

決算額の財源内訳

事業収入

Ｈ29

（Ｃ）

92.5

（単位：円）

514,369

1,421,357 32.4 27.0 83.3

Ｈ28 1,778,908357,551 40.0 33.8 84.5

Ｈ27 648,290 442,427

400,771

（Ｃ／Ａ）
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 　下記のとおり業務及び工事等に着手、実施した。

　【認可関係】

　・都市計画決定：平成25年3月29日

　・事業計画決定：平成25年9月20日、第1回変更：平成26年5月21日、第2回変更：平成28年8月12日

　【平成29年度事業実施概要】

　地権者への個別説明を実施し、仮換地指定率：約95％（地権者ベース）を達成した。

　また、設計業務、移転補償、宅地造成及び道路築造工事等を実施することにより、都市基盤の復興に

向けた事業の推進が図られた。

（単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

※　目標値及び実績値については、過年度からの累計値としている。

　被災された方々が、一日も早く安全安心な住宅地として生活基盤を構築し、再建できるよう、土地

区画整理事業を推進してきた。

　復興公営住宅の整備が完了し、入居開始となったことから地域の定住人口の回復に寄与した。

　引き続き、関係権利者や関係機関との綿密な協議を行い、関連他事業の工程との調整を図りながら

事業を進める必要がある。また、土地利用計画が確定していない地権者もいることから、津波減災施設

等の早期整備を含め、可住地区として再建を促進していく必要がある。

予算の執行状況
予算額

成果に係る評価

成　　　　果

784,887 736,798 2,676,784 70.2

784,886,927 736,797,627

39.8 36.5

507,221

（Ｃ／Ａ）（Ｂ／Ａ）（Ｂ）

1,104,893603,365 597,672 26.9 26.7 99.3

507,221

1,510,404

Ｈ25

51.3 46.8 91.2

535,410

12.3 12.2

91.7405,511

475,523 429,582 1,939,986Ｈ28

99.2

Ｈ26

509,225

Ｈ27

事業コード
001-301-001-00705、

00920
事　業　名

目的及び事業内容

項目

公共施設等工事

建物：5件、工作物：9件

がれき撤去：1,623㎥、側溝設置：1,784ｍ、雨水本管工：200ｍ、
上水道敷設：630ｍ、宅地造成：228㎥、用地管理：26,794㎡、
舗装工：535ｍ、仮設工事一式　他

換地設計一式、実施設計一式　他

事業内容

取　組　実　績

移設工事
ＮＴＴ柱新設：21本、電力柱撤去：16本
ＮＴＴ管路新設、撤去：185ｍ、ＮＴＴ人孔撤去：2ヶ所
消火栓設置（水道企業団）：3基

　被害が甚大であった湊北地区では、市民の安全確保を第一に考え、多重防御による災害に強いまちづ
くりを目指した住居系ゾーンとして石巻市震災復興基本計画において位置づけ、住宅機能や商業機能の
充実を図ることとしている。土地区画整理事業の導入により、高盛土道路等の整備に合わせ、避難の支
障となった狭隘道路や袋小路の解消、安全な避難経路の確保といった公共施設の整備、土地の集約等に
よる復興公営住宅の配置など、安全安心な市街地を形成し、地域人口流出の抑制と住宅等の再建を推進
する。
　【施工面積：14.8ha　施行期間：平成25年度～平成30年度　総事業費（Ａ）：4,142,213千円】

設計業務

（Ｅ／Ｄ）

予算額
成果指標

達成値
目標値（Ｄ） 実績値（Ｅ）

土地区画整理事業（湊北地区）
街路整備事業（湊中央線）〔復興交付金〕

決算額累計

移転補償

決算額
年度

予
算
科
目

都市基盤の復旧・復興

1 款

2

実施計画
掲載ページ

( 1 )

Ｐ149、Ｐ154 中　事　業 湊北地区事業費（市街地開発事業特別会計）

（Ｃ）

Ｈ29

4 目 湊北地区事業費 (  )

復
興
計
画

( 1 )
みんなで築く災害に
強いまちづくり

市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章

( 3 ) 減災まちづくりの推進項
被災市街地復興
土地区画整理事業費

第  節

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

決算額

64.6 92.0

736,797,627

（単位：円）
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　下記のとおり業務及び工事等に着手、実施した。

　【認可関係】

　・都市計画決定：平成25年3月29日

　【平成29年度事業実施概要】

　地権者への個別説明を実施し、地区内の仮換地指定率：100％を達成した。　

　また、公共施設工事、移転補償、仮換地の引き渡し等が全て完了したことにより、都市基盤の復興に

向けた事業の推進が図られた。

（単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

※　目標値及び実績値については、過年度からの累計値としている。

　公共施設工事が全て完了し、安全な避難経路の確保が達成された。また、復興公営住宅の整備

が完了し、入居開始となったことから地域の定住人口の回復に寄与した。

　さらに、地域の交流を深めコミュニティを再生するため町内会が中心となり地域の魅力向上に

取り組んでいる。

事業コード 001-301-001-00703

項目

設計業務

成果に係る評価

Ｈ28 685,591 676,693 1,845,458 74.1

Ｈ26 495,361 479,208 866,501

実施計画
掲載ページ

Ｐ148 中　事　業 下釜第一地区事業費（市街地開発事業特別会計）

取　組　実　績

公共施設等工事 側溝設置：470ｍ、舗装工：2,260ｍ

98.0

96.0Ｈ27

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 事業収入

422,905,660 413,015,691 413,015,691

302,264 1,168,765 47.4 45.5

成　　　　果

年度

Ｈ29

みんなで築く災害に
強いまちづくり

2 項
被災市街地復興
土地区画整理事業費

( 3 ) 減災まちづくりの推進

( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

第  節

第  章

5

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

復
興
計
画

( 1 )

目 下釜第一地区事業費 (  )

事　業　名 土地区画整理事業（下釜第一地区）〔復興交付金〕

決算額
決算額累計 目標値（Ｄ） 実績値（Ｅ）

移転補償

予算額

（Ｂ） （Ｃ） （Ｂ／Ａ）

目的及び事業内容

　被害が甚大であった下釜第一地区では、市民の安全確保を第一に考え、多重防御による災害に強いま
ちづくりを目指した住居系ゾーンとして石巻市震災復興基本計画において位置づけ、住宅機能や商業機
能の充実を図ることとしている。土地区画整理事業の導入により、高盛土道路等の整備に合わせ、避難
の支障となった狭隘道路や袋小路の解消、安全な避難経路の確保といった公共施設の整備、土地の集約
等による復興公営住宅の配置など、安全安心な市街地を形成し、地域人口流出の抑制と住宅等の再建を
推進する。
　【施工面積：12.1ha　施行期間：平成25年度～平成30年度　総事業費（Ａ）：2,569,982千円】

（Ｃ／Ａ）

予
算
科
目

15.1 100.0

建物：1件、工作物：2件

換地設計一式

（Ｅ／Ｄ）

事業内容

　・事業計画決定：平成25年11月1日、第1回変更：平成26年5月21日、第2回変更：平成27年1月16日、
　　　　　　　　　第3回変更：平成27年10月19日、第4回変更：平成28年11月30日、
　　　　　　　　　第5回変更：平成30年2月27日

Ｈ25 388,806 387,293 387,293 15.1

移設工事 電力柱撤去：18本、架空線移設：2,600ｍ

成果指標
達成値

333,834

34.4 33.7

71.8 96.9

422,906 413,016 2,258,474 90.6 87.9 97.0

地方債 その他
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　下記のとおり業務に着手、実施した。

　【認可関係】

　　・都市計画決定：平成25年8月16日、第1回変更：平成29年8月28日

　　・事業計画決定：平成26年1月14日、第1回変更：平成29年10月4日

　　・換地処分公告：平成30年2月6日

　【平成29年度事業実施概要】

　公共施設工事、移転補償、換地処分の全てが完了し都市基盤の復興に向けた事業の推進が図られた。

（単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

※　目標値及び実績値については、過年度からの累計値としている。

　　なお、実績値が100％とならないのは、不用額があるためである。

　土地区画整理事業の完了により、公共施設の整備改善、生活基盤の再建、地域人口の流出の抑制に

寄与した。また、今年度は地域主体のまちづくり活動が評価され「都市景観大賞」を受賞するなど、

継続的なまちづくり活動を実践している。

50,305 42,457 1,519,744 100.0 97.7 97.7

地方債

成果に係る評価

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金

Ｈ28 244,265 241,463 1,477,287 96.8 95.0

その他 事業収入

50,305,417 42,456,584 42,456,584

98.1

Ｈ29

97.5

目標値（Ｄ） 実績値（Ｅ）

（Ｂ） （Ｃ） （Ｂ／Ａ） （Ｃ／Ａ）

99.7

Ｈ27 251,258 230,260 1,235,824 81.1 79.5 98.0

Ｈ26 885,451 884,413 1,005,564 64.9 64.7
成　　　　果

年度
予算額

成果指標
達成値

決算額
決算額累計

取　組　実　績
項目 事業内容

設計業務 換地計画一式　他

（Ｅ／Ｄ）

Ｈ25 123,975 121,151 121,151 8.0 7.8

事業コード 001-301-001-00708 事　業　名 土地区画整理事業（中央一丁目地区）〔復興交付金〕

目的及び事業内容

　被害が甚大であった中央一丁目地区では、市民の安全確保を第一に考え、多重防御による災害に強い
まちづくりを目指した住居系ゾーンとして石巻市震災復興基本計画において位置づけ、住宅機能や商業
機能の充実を図ることとしている。土地区画整理事業の導入により、都市計画道路（門脇稲井線）を整
備し、避難の支障となった狭隘道路や袋小路の解消、安全な避難経路の確保といった公共施設の整備、
土地の集約等による復興公営住宅の配置など、安全安心な市街地を形成し、地域人口流出の抑制と住宅
等の再建を推進する。
　【施工面積：1.45ha　施行期間：平成25年度～平成29年度　総事業費（Ａ）：1,555,254千円】

都市基盤の復旧・復興

実施計画
掲載ページ

Ｐ150 中　事　業 中央一丁目地区事業費（市街地開発事業特別会計）

6 目 中央一丁目地区事業費 (  ) ( 1 )

予
算
科
目

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章

2 項
被災市街地復興
土地区画整理事業費

第  節

復
興
計
画

( 1 )
みんなで築く災害に
強いまちづくり

( 3 ) 減災まちづくりの推進
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　下記のとおり業務及び工事等に着手、実施した。

　【認可関係】

　・都市計画決定：平成25年6月21日

　【平成29年度事業実施概要】

　地権者への個別説明を実施し、地区内の仮換地指定率：100％を達成した。

　また、設計業務、移転補償、宅地造成及び道路築造工事等を実施することにより、都市基盤の復興に

向けた事業の推進が図られた。

（単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

※　目標値及び実績値については、過年度からの累計値としている。

　石巻漁港を活用する水産加工業等の集積を目指す産業集積ゾーンとして整備を行い、早期再建業者等

のニーズに応えながら土地区画整理事業を推進してきた。

　なお、今後も引き続き、関係権利者や関係機関との綿密な協議を行い、関連他事業の工程との調整を

図りながら産業用地としての利便性を高めるべく、土地区画整理事業による面的整備を進め、土地利用

を推進する。

3,272,380 52.7 37.8 71.7

25.3 19.2 75.9

Ｈ29

換地設計一式、実施設計一式　他

Ｈ28 2,370,605 1,612,898

76,740 0.9 0.9

実績値（Ｅ）

10.0

がれき撤去：4,237㎥、側溝設置：3,652ｍ、
宅地整地：14,100㎡、湊中央線盛土：1,100㎥　他

（Ｃ） （Ｂ／Ａ） （Ｃ／Ａ）

目標値（Ｄ）

（Ｅ／Ｄ）

864,914

成果に係る評価

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

1,723,816,350 1,662,674,340 1,662,674,340

成　　　　果

年度
予算額

成果指標

15.0 66.7

移設工事

移転補償

100.0

達成値

決算額
決算額累計

76,740

（Ｂ）

Ｈ25 78,000

Ｈ27 892,746 794,568 1,659,482

Ｈ26 1,225,800 788,174

電力柱移設：32本、ＮＴＴ柱移設：17本

設計業務

事業コード
001-301-001-00707
001-301-003-00837

事　業　名
土地区画整理事業（湊西地区）
街路整備事業（湊中央線）〔復興交付金〕

取　組　実　績

公共施設等工事

　・事業計画決定：平成26年1月14日、第1回変更：平成26年10月8日、第2回変更：平成26年12月8日、
　　　　　　　　　第3回変更：平成27年4月28日、第4回変更：平成29年1月27日、
　　　　　　　　　第5回変更：平成30年3月7日

建物：5件、借家人：1件

事業内容

実施計画
掲載ページ

Ｐ149、Ｐ154 中　事　業 湊西地区事業費（市街地開発事業特別会計）

2 項

目的及び事業内容

　被害が甚大であった湊西地区では、市民の安全確保を第一に考え、多重防御による災害に強いまちづ
くりを目指した産業系ゾーンとして石巻市震災復興基本計画において位置づけ、災害危険区域に指定、
非可住地とし防災集団移転促進事業を実施している。同事業実施後の土地について、土地区画整理事業
の導入により、産業系の土地利用に適した公共施設の整備や、街区形成を行うなど、都市基盤の整備水
準を高め、安全安心で魅力ある産業地の形成を行い、就業の場を創出し産業再生を推進する。
　【施行面積：40.4ha　施行期間：平成26年度～平成32年度　総事業費（Ａ）：8,664,159千円】

項目

予
算
科
目

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章

7 目 湊西地区事業費 (  )

( 1 )

第  節

みんなで築く災害に
強いまちづくり

被災市街地復興
土地区画整理事業費

復
興
計
画

( 3 ) 減災まちづくりの推進

都市基盤の復旧・復興( 1 )

1,723,816 1,662,674 4,935,054 72.6 57.0 78.5
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　下記のとおり業務及び工事等に着手、実施した。

　【認可関係】

　・都市計画決定：平成27年1月15日

　・事業計画決定：平成27年3月27日、第1回変更：平成28年11月29日、第2回変更：平成29年2月2日

　【平成29年度事業実施概要】

　地権者への個別説明を実施し、地区内の仮換地指定率：約77％（地権者ベース）を達成した。

　また、設計業務、移転補償、宅地造成及び道路築造工事等を実施することにより、都市基盤の復興に

向けた事業の推進が図られた。

（単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

※　目標値及び実績値については、過年度からの累計値としている。

 なお、上釜南部地区の事業については、一部一般会計で執行した事業費もあるため、

その金額を加算して記載している。

　石巻工業港を活用する紙・パルプ、飼肥料、木材・合板関係等の集積を目指す産業集積ゾーンとして

整備を行い、早期再建業者のニーズに応えながら土地区画整理事業を推進してきた。

　なお、今後も引き続き、関係権利者や関係機関との綿密な協議を行い、関連他事業の工程との調整を

図りながら産業用地としての利便性を高めるべく、土地区画整理事業による面的整備を進め、土地利用

を推進する。

5.6

27.9

36.0

27.7

35.6

226,127

908,119

328,516

1,126,383

1,447,798

0.0

Ｈ27

Ｈ28

Ｈ29

換地設計一式、実施設計一式　他

（Ｅ／Ｄ）

309

220,541

905,533

321,415

309

220,850

予算額
成果指標

決算額
（Ｂ）

決算額累計

（Ｃ／Ａ）（Ｃ） （Ｂ／Ａ）

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

その他 事業収入

328,516,135

国(県)支出金 地方債

321,415,135 321,415,135

事業コード 001-301-001-00957 事　業　名

目的及び事業内容

みんなで築く災害に
強いまちづくり

( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

( 3 )

実施計画
掲載ページ

Ｐ150

2 項
被災市街地復興
土地区画整理事業費

第  節

第  章

土地区画整理事業（上釜南部地区）〔復興交付金〕

　被害が甚大であった上釜南部地区では、市民の安全確保を第一に考え、多重防御による災害に強いま
ちづくりを目指した産業系ゾーンとして石巻市震災復興基本計画において位置づけ、災害危険区域に指
定、非可住地とし防災集団移転促進事業を実施している。同事業実施後の土地について、土地区画整理
事業の導入により、産業系の土地利用に適した公共施設の整備や、街区形成を行うなど、都市基盤の整
備水準を高め、安全安心で魅力ある産業地の形成を行い、就業の場を創出し産業再生を推進する。
　【施行面積：37.4ha　施行期間：平成26年度～平成31年度　総事業費（Ａ）：4,070,009千円】

中　事　業 上釜南部地区事業費（市街地開発事業特別会計）

減災まちづくりの推進

( 1 )
復
興
計
画

予
算
科
目

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

8 目 上釜南部地区事業費 (  )

成果に係る評価

年度

移転補償 建物：2件、工作物：18件

側溝設置：4,940ｍ、舗装工：113ｍ、雨水函渠工：105ｍ、
上水道敷設：1,924ｍ

公共施設等工事

移設工事
電力柱移設：22本、ＮＴＴ柱移設：10本
架空線移設：2,612ｍ

Ｈ26 597

5.4

達成値
目標値（Ｄ） 実績値（Ｅ）

0.0

96.4

99.3

98.9

取　組　実　績

成　　　　果
0.0

項目

設計業務

事業内容
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　下記のとおり業務及び工事に着手、実施した。

　【認可関係】

　・都市計画決定：平成27年1月15日

　・事業計画決定：平成27年3月27日、第1回変更：平成29年2月2日、第2回変更：第29年6月20日

　【平成29年度事業実施概要】

換地設計一式、実施設計一式　他

建物：3件、工作物：10件

　地権者への個別説明を実施し、地区内の仮換地指定率：約60％（地権者ベース）を達成した。

　また、設計業務、移転補償、宅地造成及び道路築造工事等を実施することにより、都市基盤の復興に

向けた事業の推進が図られた。

（単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

※　目標値及び実績値については、過年度からの累計値としている。

 なお、下釜南部地区の事業については、一部一般会計で執行した事業費もあるため、

その金額を加算して記載している。

　石巻工業港を活用する紙・パルプ、飼肥料、木材・合板関係等の集積を目指す産業集積ゾーンとして

整備を行い、早期再建業者のニーズに応えながら土地区画整理事業を推進してきた。

　なお、今後も引き続き、関係権利者や関係機関との綿密な協議を行い、関連他事業の工程との調整を

図りながら産業用地としての利便性を高めるべく、土地区画整理事業による面的整備を進め、土地利用

を推進する。
成果に係る評価

目的及び事業内容

　被害が甚大であった下釜南部地区では、市民の安全確保を第一に考え、多重防御による災害に強いま
ちづくりを目指した産業系ゾーンとして石巻市震災復興基本計画において位置づけ、災害危険区域に指
定、非可住地とし防災集団移転促進事業を実施している。同事業実施後の土地について、土地区画整理
事業の導入により、産業系の土地利用に適した公共施設の整備や、街区形成を行うなど、都市基盤の整
備水準を高め、安全安心で魅力ある産業地の形成を行い、就業の場を創出し産業再生を推進する。
　【施行面積：25.4ha　施行期間：平成26年度～平成31年度　総事業費（Ａ）：4,066,425千円】

予算の執行状況

134,499

（単位：円）

742,719,682

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他

734,111,829

決算額

734,111,829

成　　　　果

取　組　実　績

（Ｃ） （Ｂ／Ａ）

目標値（Ｄ）

公共施設等工事
側溝設置：3,584ｍ、舗装工：220ｍ、雨水函渠工：110ｍ
上水道敷設：2,330ｍ

移設工事
電力柱移設：20本、ＮＴＴ柱移設：11本
架空線移設：1,472ｍ

目 ( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

事業コード
001-301-001-00958、

01113、01114
事　業　名

土地区画整理事業（下釜南部地区）〔復興交付金〕
街路整備事業（石巻工業港曽波神線、石巻工業港運河線）

実施計画
掲載ページ

Ｐ150、Ｐ155 中　事　業 下釜南部地区事業費（市街地開発事業特別会計）

予
算
科
目

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章

(  )

復
興
計
画

2 項
被災市街地復興
土地区画整理事業費

第  節

9

みんなで築く災害に
強いまちづくり

予算額

Ｈ26

Ｈ27 138,707

730,758

0.0

達成値

移転補償

97.13.4 3.3

（Ｅ／Ｄ）
決算額

（Ｂ）

( 3 ) 減災まちづくりの推進

( 1 )

208 0.0 0.0

決算額累計

734,112

年度
予算額

403

98.4

項目

設計業務

事業内容

成果指標

（Ｃ／Ａ）

下釜南部地区事業費

208

1,464,870

18.3

36.6

18.0

36.0

134,707

実績値（Ｅ）

Ｈ28

Ｈ29

606,403

742,720

596,051

事業収入

98.4
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  下記のとおり業務及び工事等に着手・実施した。

【認可関係】

・都市計画決定 平成28年3月1日

・事業計画決定 平成28年5月9日

【平成29年度事業実施概要】

（単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％

※事業完了年度　平成32年度

　かわまち交流拠点への路線バス走行が可能となり、今後の路線バス運行開始へ寄与することができ
た。
　移転補償については、1件の契約を締結し、契約率が85.7％に上昇した。（6/7件の移転補償契約が完
了）

復
興
計
画

( 1 )
みんなで築く災害に強
いまちづくり

( 3 ) 減災まちづくりの推進

都市基盤の復旧・復興( 1 )

市街地開発事業費
総
合
計
画

　被害が甚大であった中央二丁目地区では、河川堤防と一体となったまちづくりを基本とし、道路、公
園などの整備改善を行い、適正な土地利用を図ることで、災害に強いまちづくりを進めるとともに、川
を生かしたまちづくりとして観光交流施設を核とした中心市街地の活性化を図り、土地区画整理事業の
手法を用いて土地の配置を行い、観光交流施設、立体駐車場、交通広場及び道路・公園を整備し、賑わ
いのある中心市街地の形成を図る。
　　　　施工面積：1.39ha　　施工期間：平成28年度～平成32年度

決算額 決算額累計
成果指標

達成値
目標値

第  章

2 項
被災市街地復興土地区
画整理事業費

第  節

事業コード 001-301-001-01181 事　業　名

総事業費 予算額 予算額累計

10 目 中央二丁目地区事業費 (  )

成　　　　果

予
算
科
目

1 款

1,393,100

土地区画整理事業（中央二丁目地区）〔復興交付金〕

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

Ｐ146 中　事　業 中央二丁目地区事業費（市街地開発事業特別会計）

取　組　実　績

項目 事業内容

設計業務 事業管理一式、調査設計業務一式

公共施設等工事 交差点改良工　Ｎ＝1箇所、バス駐車場乗入改良工　Ｌ＝16ｍ

移設工事 電力柱移設：1本、水道管移設：88ｍ

移転補償 建物：3件

76.6

実績値

（A)

Ｈ29

（B) （C） （D) （E) （F=C/A）（G=E/A）

Ｈ28

成果に係る評価

　観光と賑わいの拠点づくりに向け、観光交流施設や堤防一体空間などの整備が進められ、観光客等の
増加が見込まれる中、道路改良の進捗を図ることができ、かわまち交流拠点へのアクセス性向上を図る
ことができた。
　今後は、国、県、市が進めている事業を共に協力し、かわまち交流拠点整備の完成に向け、事業を継
続する必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

536,887,707 306,875,312 306,875,312

用地購入 用地：2件

（H=E/C)

451,584 451,584 450,481 450,481

1,342,873 536,888 988,472 306,875 757,356

99.832.4 32.3

73.6 56.4
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ア

116,512,000 112,649,485 76,388,000 36,261,485

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

27.9％ 46.5％

＊Ｈ27～Ｈ28は法定報告確報値。Ｈ29は実績値。

成果に係る評価

　医療機関と地域保健の連携では、人工透析に繋がる恐れのある糖尿病性腎症を新たに対象に加え、保
健指導に結びつけることができた。
　また、受診率向上を図るため、稲井地区において総合健診を実施したほか、働き盛り世代の健康意識
を啓発するため、受診率の低い40～50歳代を対象とした健康ポイント事業を実施したが、良好な成果が
得られなかったことから、今後も受診率の向上に努めたい。

Ｈ29 60.0％ 37.9％ 63.2％ Ｈ29 60.0％

成　　　　果
24.2％ 60.5％

Ｈ28 55.0％ 39.1％ 71.1％ Ｈ28 50.0％ 21.9％ 43.8％

Ｈ27 50.0％ 39.3％ 78.6％ Ｈ27 40.0％

指導を実施。（※平成29年度より糖尿病性腎症を追加）

事業対象者 医師からの連絡書返信者 医師指示の保健指導対象者 保健指導実施者

達成率 区分
成果指標

達成率
目標 実績 目標 実績

745人 403人（54.1％） 93人（23.1％） 75人（80.6％）

　特定健診受診率は低迷しており、特定保健指導実施率は積極的な利用勧奨により上昇したが、どちら
も国の目標値を達成できていない。

特定健康診査受診率 特定保健指導実施率

区分
成果指標

（1） 対象者　　国の基準による対象者（積極的支援、動機づけ支援）　1,360人

（2） 実施者　　379人（実施率：27.9％）

3　特定保健指導以外の保健指導

　健診受診者のうち、血圧、血糖が受診勧奨値で治療なしの方及び糖尿病性腎症のリスクが高

い方（治療中含）を優先し、医療機関受診連絡書を送付。主治医からの返信で受診確認と保健

　　　　　　　　　　通知発送（323人）うち145人が受診（44.9％）

（4） 健康ポイント事業　　40～59歳を対象に健診受診ポイントに応じて健康グッズを送付

　　　　　　　　　　対象者8,003人　参加者461人（5.8％）うち健診受診322人（69.8％）

目的及び事業内容

　高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、糖尿病等生活習慣病の発症や重症化を予防することを目
的として、国民健康保険被保険者を対象にメタボリックシンドロームに着目した特定健康診査を実施す
る。
　該当者に対し生活習慣病を改善するための特定保健指導を行うとともに、医療機関と連携した保健指
導の実施により生活習慣病重症化を予防する。

取　組　実　績

1　特定健康診査

（1） 対象者　　40～74歳の石巻市国民健康保険加入者　28,709人

（2） 受診者　　10,894人（受診率：37.9％）

（3） 未受診者対策事業　　平成27年度有所見（血圧、血糖、脂質）で平成28年度未受診者に受診勧奨

（1） 重症化予防事業

　健診受診者のうち血圧、血糖、ＣＫＤ（慢性腎臓病）のリスクが高い方を優先として、医療

機関への受診勧奨及び保健指導を実施。

　　対象者1,335人　実施者789人（実施率：59.1％）

（2） 医療機関と地域保健の連携システム事業

2　特定保健指導（メタボリックシンドローム該当者への保健指導）

実施計画
掲載ページ

Ｐ66 中　事　業 特定健康診査等事業費（国民健康保険事業特別会計）

事業コード 004-002-001-00621 事　業　名 生活習慣病予防事業

予
算
科
目

目 特定健康診査等事業費 ( 1 )

1 項 特定健康診査等事業費 第 2 節
生涯を通じて元気で健康な暮
らしが実現できるようにする

(  )

安心して健やかに暮せる
まち

復
興
計
画

(  )

一人ひとりの健康づく
りを推進する

(  )

8 款 保健事業費
総
合
計
画

第 4 章

1
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16,781,000 16,569,601 16,569,601

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

Ｈ29 60.0％ 28.6％ 47.7％

成果に係る評価

　人間ドック受診の結果、特定保健指導対象となった方への利用勧奨の強化や、医療機関の受診が必要
な方への受診勧奨を実施したことで、生活習慣病の重症化予防や早期治療に繋がっている。
　また、生活習慣病の重症化予防は若い世代からの取組が効果的であることから、平成30年度から人間
ドックの対象年齢に40歳を加えることとした。

Ｈ27 40.0％ 13.8％ 34.5％

Ｈ28 50.0％ 20.7％ 41.4％

成　　　　果

　生活習慣病をはじめとする疾病の早期発見及び治療の促進に寄与することができた。

人間ドック受診率 脳ドック受診率

区分
成果指標

達成率

18.0％ 69.2％

区分
成果指標

達成率
目標 実績

特定保健指導実施率（人間ドック受診者分）

Ｈ29 30.0％ 20.8％ 69.3％ Ｈ29 26.0％

26.0％ 18.8％ 72.3％

Ｈ27 30.0％ 18.9％ 63.0％ Ｈ27 26.0％ 14.7％ 56.5％

Ｈ28 30.0％ 21.3％ 71.0％ Ｈ28

区分
成果指標

達成率
目標 実績 目標 実績

-0.8％合計 1,954人 406人 20.8％ -0.5％ 839人 151人 18.0％

60歳 650人 144人 22.2％ -2.4％

55歳 465人 99人 21.3％ 0.0％

81人 19.0％ -2.8％50歳 426人

対象者

85人 20.0％ 0.3％ 426人

0.8％

                対象者  72人　　実施者  61人　（実施率：84.7％）

【年齢別受診率】

45歳 413人 78人 18.9％ 1.7％ 413人 70人 16.9％

対象者 受診者 受診率 前年比

人間ドック 脳ドック

第 4 章

1

目的及び事業内容

　生活習慣病をはじめとする疾病等の早期発見,予防及び治療の促進を図るとともに、生活習慣病の改
善や健康に対する意識の向上に寄与することを目的とする。
　人間ドックについては、国民健康保険に加入している45歳、50歳、55歳及び60歳を対象とし、脳ドッ
クについては、45歳及び50歳を対象に実施する。

取　組　実　績

1　人間ドック事業　　対象者 1,954人　　受診者 406人　（受診率：20.8％）

2　脳ドック事業　　　対象者   839人　　受診者 151人　（受診率：18.0％）

3　保健指導（人間ドック受診者分）

実施計画
掲載ページ

Ｐ59 中　事　業 保健衛生普及費（国民健康保険事業特別会計）

事業コード 004-001-003-00073 事　業　名 国民健康保険人間ドック等事業

予
算
科
目

目 保健衛生普及費 ( 3 )

受診者 受診率 前年比

　(1) 特定保健指導　　対象者  77人　　実施者  22人　（実施率：28.6％）

　(2) 特定保健指導以外の生活習慣病重症化予防

2 項 保健事業費 第 1 節
お互いに支えあい生活できる
仕組みを構築する

(  )

安心して健やかに暮ら
せるまち 復

興
計
画

(  )

国民健康保険事業の安定運営
と高齢者の医療保険制度の円
滑な実施を図る

(  )

8 款 保健事業費
総
合
計
画
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12人 100.0％ 91回

　訪問による相談・指導により、痛みの軽減等で外出できるまでに回復するなど、生活機能の向上等が
図られた。また、閉じこもり防止にも効果が高い事業である。

実績

Ｈ27

実績

10人 9人 90.0％

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

目的及び事業内容

Ｈ28 12人

Ｈ29 20人

4 款

167,953

その他

329,887

地方債

決算額の財源内訳

決算額

814,535 316,695

（単位：円）

国(県)支出金 事業収入

1 項

予算の執行状況
予算額

1,350,000

成果に係る評価

事業コード

予
算
科
目

1 目

平成29年度は4事業所に委託し、目標値を上回る活動を実施することができた。当該事業所の理学療
法士と介護保険課の看護師が連携し、効果的な事業の実施が図られた。介護予防効果が高い事業である
ことから、今後も自立した日常生活を営むことができるよう事業を継続する必要がある。

第 4 節

中　事　業 機能訓練訪問事業費（介護保険事業特別会計）

004-004-002-01095 事　業　名

Ｐ82

体力の改善に向けた支援が必要なケースや、日常生活動作等の改善に向けた支援が必要なケースに対
し、理学療法士と連携しながら、看護師等が在宅にて短期集中的に相談・指導を行い、身体状況の改善
を図る。

地域支援事業費

介護予防・生活支援
サービス事業費

介護予防・生活支援
サービス事業費

基
本
計
画

第 4 章

機能訓練訪問事業

生活支援を充実する

復
興
計
画

( 2 )

安心して健やかに暮ら
せるまち

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

(  )

(  )

(  )

23人 115.0％ 301回

87回

地域包括支援センターが作成した介護予防プランに基づき、日常生活動作等の改善に向けた支援につ
いて、理学療法士及び看護師が連携しながら、在宅にて短期集中的（3ヶ月～6ヶ月）に相談・指導を実
施した。

訪問実人数 訪問延べ回数
年度 達成率

目標値

-400 -

　個人又は団体が集会所等を利用し、要支援者等を中心に障害者、子供、高齢者に対し、体操や運動の
活動、趣味活動等を通じた日中の居場所づくり、定期的なサロン等の通所型のサービスを提供すること
とし以下の条件に該当する場合に補助金を交付した。
　
　補助金交付条件
　・事業を6か月以上継続して実施
　・概ね週1回以上実施
　・1回当たりの事業実施時間が概ね2時間以上
　・1回当たりの平均利用者のうち要支援者等が5人以上であること。
　・要支援者等の利用者1人当たり1回1,000円、月額上限50,000円

498人

Ｈ29

1団体

第 4 章

通所型サービス支援事業費（介護保険事業特別会計）

　要支援者等に対し住民主体による通所型サービスが可能となり、高齢者の健康保持、介護予防が図ら
れているが、対象団体は前年度と同様1団体となっている。

地域支援事業費

第 4 節

安心して健やかに暮ら
せるまち

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

基
本
計
画

介護予防・生活支援
サービス事業費

決算額の財源内訳

(  )

498,000円

　この事業は地域包括支援センターが作成するケアプランに基づき、厚生労働省の基準に従って実施す
る事業である。実施には専門的知識が必要なことから、新たな実施団体の育成が課題である。
　今後も関係団体等への事業実施の働きかけや、各サロン団体への事業の周知を図りながら、地域の支
え合い体制の構築へつなげていくことが必要である。

( 3 )

　要支援者及び事業対象者に対し、集会所等を利用し、体操や運動の活動、趣味活動等を通じた日中の
居場所づくりとしての通所型サービスを提供することにより、高齢者等の社会的孤立の解消、心身の健
康保持及び介護予防並びに地域の支え合い体制を推進する。

94回

（単位：円）

成果に係る評価

事業コード

予算の執行状況
予算額

1,012,000

活動延べ回数

介護予防・生活支援
サービス事業費

Ｐ85

4

1

目

款

498,082 193,656

事業収入

102,703201,723

004-004-003-01139 事　業　名

復
興
計
画

実施計画
掲載ページ

予
算
科
目

通所型サービス支援事業

介護保険制度・介護予
防を充実する

1 (  )

区分 Ｈ28

地方債国(県)支出金 その他

75回

1団体

380,000円

決算額

交付対象団体

補助金交付額

項

(  )

成　　　　果

取　組　実　績

目的及び事業内容

中　事　業

延べ利用者数 380人
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8,537,000 1,716,003

　食事の調理等が十分にできない独居又は高齢者のみの世帯に対し、見守りと栄養のバランスの取れた
食事を提供することができた。
　事業者が市内全域対応（離島を除く）となっているが、新規サービス事業者の募集や事業の周知に努
める。

決算額の財源内訳

予算額

事業収入

（単位：円）

5Ｈ29 200人 140人 70.0％ 27,600食 20,769食 75.3％

予算の執行状況
決算額

8,322,205

その他

成果に係る評価

3,370,493

地方債国(県)支出金

3,235,709

事業コード

  一人暮らし高齢者等で日常の食生活において支援が必要な方に対し、生活の質の向上を図るため、配
食サービスを提供し、併せて利用者の安否確認を行う。

目的及び事業内容

004-004-003-00079

利用延べ食数

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

実績

　独居又は高齢者のみの世帯に対し、地域の社会資源を活用した配食サービスを提供し、併せて安否確
認を行ったことにより、高齢者の食生活の改善が図られ、暮らしの中での安心が得られた。

予
算
科
目

1 目

4 款

2 項

総
合
計
画

( 3 )

復
興
計
画

一般介護予防事業費

安心して健やかに暮ら
せるまち

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

介護保険制度・介護予
防を充実する

65.0％

一般介護予防事業費

(  )

(  )

(  )

第 4 章地域支援事業費

第 4 節

Ｐ84 中　事　業 「食」の自立支援事業費（介護保険事業特別会計）

事　業　名

Ｈ28 200人 130人 27,600食 22,816食

Ｈ27 5

利用実人数

1　独居又は高齢者のみの世帯に対し、食事を配達し、併せて利用者の安否確認を行った。

目標値 実績 目標値
達成率

「食」の自立支援事業

2 事業利用者の地域的偏りを是正するため、登録事業者の年度更新に併せ、新規登録事業者の募集を

　行った。

　・利用者1人当たり週7回を限度とする。

　・1食（800円）につき、利用者と市がそれぞれ400円を負担する。

年度

82.7％

委託
事業者

200人 156人 27,600食 23,634食

5

達成率

78.0％ 85.6％

- 402 -

成果に係る評価

　高齢者やその家族に対し、相談、指導等を実施した結果、対象者の状態が改善されている。
　一方で、独居で身寄りがない、復興公営住宅への転居に伴う閉じこもり、慢性疾患や認知症の可能性
があるものの医療へつながっていないといった困難事案が増えており、訪問時間もより長くかかること
が多いため、機能訓練訪問事業等と連携しながら継続的な支援を行っていくものとしている。
　また、訪問指導員については、研修等を通じ、資質向上に努める。

成　　　　果

取　組　実　績

(  )

(  )

(  )

第 4 章

第 4 節

004-004-003-00080

Ｐ85

　　4　家庭における機能訓練の方法、住宅改修及び福祉用具の使用方法

　　5　生活習慣病の予防

　　6　関係諸制度の活用方法

決算額

一般介護予防事業費

( 3 )
介護保険制度・介護予
防を充実する

復
興
計
画

安心して健やかに暮ら
せるまち

一般介護予防事業費

予
算
科
目

1

4,177,768

地方債国(県)支出金

4,010,70010,315,477

訪問型介護予防事業

　　3　家庭における療養方法

実施計画
掲載ページ

　地域包括支援センター等が作成した介護予防プラン等に基づき、以下の指導等を行った。

中　事　業 訪問指導員事業費（介護保険事業特別会計）

　療養上の保健指導が必要と認められる高齢者等に対し、訪問指導員が訪問し、必要な相談・指導を行
うことにより、心身機能の低下防止と健康の保持増進を図る。
　対象者は、市内に住所を有し、次の項目のいずれかに該当する65歳以上の方である。
　・閉じこもり、認知症、うつ等のおそれのある方又はこれらの状態にある方
　・健康診査等で健康管理上訪問指導が必要と認められる方
　・要支援又は要介護の認定を受けている方

目的及び事業内容

　　1　介護予防

　　2　要介護状態の軽減・悪化防止

目

事　業　名

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

事業コード

2 項

総
合
計
画

地域支援事業費4 款

2,127,009

その他

（単位：円）

予算の執行状況
予算額

10,380,000

決算額の財源内訳

事業収入

105.0％ 1,149回

訪問延べ回数

実績

Ｈ27 100人 96人 96.0％

年度
訪問実人数

3人

4人Ｈ29 120人 115人 95.8％ 1,472回

Ｈ28 100人 105人

訪問指導員を増員し、個別相談・指導を行った。心身機能の低下防止及び健康の保持増進が図られ

た。

訪問
指導員

3人

達成率

1,249回

目標値 実績
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　平成29年度交付対象団体：8団体

　延利用者数：5,630人

　平成29年度補助金交付額：6,643,400円

6 人 円

7 人 円

7 人 円

7 人 円

8 人 円Ｈ29 団体 5,630 6,643,400

Ｈ27 団体 3,579 4,223,220

Ｈ28 団体 3,593 4,239,740

Ｈ25 団体 4,179 4,931,220

Ｈ26 団体 4,213 4,971,340

年度 団体数 延利用者数 補助金額

総
合
計
画

一般介護予防事業費

(  )地域支援事業費

一般介護予防事業費 第 4 節

( 3 )

復
興
計
画

(  )

(  )

第 4 章
安心して健やかに暮ら
せるまち

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

介護保険制度・介護予
防を充実する

予
算
科
目

1 目

4 款

2 項

成果に係る評価

事業コード

　高齢者に対し、地域の集会所・家屋等を利用しながら、小規模にデイサービス事業等の福祉サービス
を提供する個人又は団体に対し、補助金を交付する。
　補助金額は、利用者1人当たり1回の利用につき、1,180円とする。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　震災後の生活環境の変化により、心身機能の維持、向上、社会的孤立感の解消、地域の支え合いがよ
り必要となっており、地域での身近な小規模デイサービスの役割は重要となっている。ミニデイサービ
ス事業者（団体）に対して補助金を交付し支援することにより、きめ細やかな福祉サービスを提供する
ことができた。平成29年度は前年度と比べ、石巻地区で1団体増加、1団体再開、1団体休止したため、
合計1団体の増加となった。

004-004-003-00103 事　業　名 ミニデイサービス支援事業

ミニデイサービス支援事業費（介護保険事業特別会計）Ｐ87 中　事　業

　補助金を交付することにより、サービス提供事業者が円滑に事業運営することが可能となり、サービ
ス利用者についても、ミニデイサービスを利用することで心身機能維持や介護予防の意識向上が図られ
た。

補助金交付件数【過去5年】

予算の執行状況
予算額

6,830,000

決算額の財源内訳

決算額

6,643,400 1,369,841

その他

（単位：円）

2,690,577

地方債国(県)支出金

2,582,982

事業収入
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91.1％ 347回 1,700人Ｈ29 386回 7,000人 6,376人

地方債 その他 事業収入

88,000 86,023 33,446 34,839 17,738

1,959人

成果に係る評価

　地域のサロン等の自主活動や交流の場での健康教育の実施により、高齢者の健康維持、認知症予防、
介護予防につながっている。高齢者は、嚥下の問題を抱えている方も多いため、歯科や口腔に関する指
導にも努めた。高齢者の健康づくりへの意識を高めるきっかけづくりになった。
　地域包括支援センター等関係機関とも連携しながら、高齢者の自主的な健康づくり活動を継続して支
援していく必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金

Ｈ28 439回 7,000人 5,892人 84.2％ 371回

Ｈ27 356回 5,000人 5,939人 118.8％ 281回 1,501人

達成率
健康相談
開催回数

参加延人数
目標 実績等

成　　　　果

　地域のサロン等の自主活動や交流の場での事業の活用をＰＲし、健診結果をもとにした生活習慣病の
重症化予防、運動の普及、食生活、歯科保健等について健康教育、健康相談を行い、健康の維持増進、
認知症、要介護状態等の予防の意識付けにつながった。

区分
健康教育
開催回数

参加延人数

目的及び事業内容

　健康寿命を長く保つために、元気な高齢者の増加をめざし、生活習慣病の予防、介護を要する状態に
なることの予防のため、高齢者の健康意識の向上を図ることを目的とする。
　各地域へ保健師・栄養士・歯科衛生士が出向き、認知症予防、運動や食生活等への健康に対する意識
の向上や主体的かつ継続的に健康づくりに取り組めるよう、高齢者のための健康づくり教室及び相談会
を開催している。

取　組　実　績

1　高齢者のための健康づくり教室の実施

　地域の高齢者を対象に、保健師・栄養士・歯科衛生士等による健康教室、運動教室を実施

2　高齢者のための健康相談の実施

　地域の高齢者を対象に、保健師・栄養士・歯科衛生士等による健康相談を実施

実施計画
掲載ページ

Ｐ84 中　事　業 高齢者のための健康づくり事業費（介護保険事業特別会計）

事業コード 004-004-003-00048 事　業　名 高齢者のための健康づくり事業

復
興
計
画

2 項 一般介護予防事業費 第 4 節
安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

(  )

安心して健やかに暮ら
せるまち

(  )

介護保険制度・介護予
防を充実する

(  )

予
算
科
目

4 款 地域支援事業
総
合
計
画

第 4 章

1 目 一般介護予防事業費 ( 3 )
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また、地域介護予防教室では地域の要望を取り入れながら権利擁護、総合相談等も実施し、生活機能

低下の防止、介護予防の意識付けをすることができた。

達成率

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

目的及び事業内容

年度

　専門知識を有する業者へ委託し、介護予防が図られた。

3,858,526

その他

7,578,736

地方債国(県)支出金 事業収入

（単位：円）

452回

成果に係る評価

事業コード

予
算
科
目

1 目

Ｐ82

4 款

2 項

予算の執行状況
予算額

21,094,000

決算額の財源内訳

決算額

18,712,927 7,275,665

中　事　業 通所型介護予防事業費（介護保険事業特別会計）

004-004-002-01098 事　業　名

1　介護予防はつらつ元気教室
　　(1)　対 象 者：住民主体の集いの場へつながるよう介護予防教室運営に意欲のある高齢者や、
　　　　　　　　　介護予防事業の参加が必要な高齢者
　　(2)　会　　場：市内16会場
　　(3)　回　　数：月2回の12回コース
　　(4)　参加人数：1会場／概ね15名

2　地域介護予防教室
　　(1)　対 象 者：65歳以上の高齢者
　　(2)　回　　数：年18回を上限に、12の地域包括支援センターで実施
　 （3） 参加人数：1回／概ね10名

65歳以上の高齢者が、運動機能の向上や、口腔機能の改善等の介護予防全般について専門職から学

び、また、地域包括支援センターが介護予防の普及、啓発を図ることにより、身近な地域で各自が介護

予防に関する意識と方法を生活に取り入れ、生活機能低下の防止につなげる。

地域支援事業費

一般介護予防事業費

一般介護予防事業費

基
本
計
画

第 4 章

目標値 実績

通所型介護予防事業

生活支援を充実する

復
興
計
画

( 2 )

安心して健やかに暮ら
せるまち

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

(  )

(  )

(  )

第 4 節

6,344人

参加延べ人数
達成率

106.8％

目標値 実績

開催回数

5,651人

Ｈ28 408回 394回 96.6％ 5,040人 5,636人

96.6％ 5,940人

地域包括支援センター、生活支援コーディネーターと連携し、参加した高齢者が自主的に介護予防活
動を継続して実施できるよう支援していく。

111.8％

Ｈ27 468回

92.3％Ｈ29 408回 390回 95.6％ 6,120人
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　リハビリテーションサービスを提供している8事業所と連携し、介護予防の取組の強化が図られた。
特に集団指導により、運動の習慣化や意識啓発につながっている。

予
算
科
目

4 款 地域支援事業費
基
本
計
画

( 4 )
安心して健やかに暮ら
せるまち 復

興
計
画

(  )

1

2 項 一般介護予防事業費 ( 4 )
安心と誇りを持ってすみ続け
られる高齢者福祉を充実する

(  )

004-004-003-1188 事　業　名 地域リハビリテーション活動支援事業

目 一般介護予防事業費 ( 3 )
介護保険制度・介護予
防を充実する

(  )

目的及び事業内容

在宅で介護予防のためのリハビリテーション支援が必要な個人及び住民主体による自主活動を行って
いる団体等に対し、リハビリ専門職を派遣し個別訪問、集団運動指導及びリハビリテーション相談を行
うことにより、地域における介護予防の取組を強化する。

取　組　実　績

1　個別訪問
リハビリテーション支援が必要な方を訪問し、個別の運動プログラムや住宅環境の改善、福祉用具の

利活用等に関する相談や指導を行った。

2　集団運動指導
　サロン活動等において、健康づくりのための安全で効果的な運動指導を実施した。

3　リハビリテーション相談
　サロン活動等において、健康づくりのための安全で効果的な運動指導を個別に実施した。

実施計画
掲載ページ

Ｐ86 中　事　業 地域リハビリテーション活動支援事業費(介護保険事業特別会計)

事業コード

成　　　　果

利用実人数訪問数訪問数 利用実人数

成果に係る評価

　事業開始から2年目となり、効果的な相談対応や運動指導により事業の充実が図られた。
地域包括支援センター、ケアマネジャー等と連携しながら、地域におけるサロン活動継続のための支

援も含め、効果的な介護予防活動につなげていきたい。

年度

Ｈ28

Ｈ29

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他

451,814

　個別訪問 　集団運動指導 　リハビリテーション相談

利用実人数 訪問数

93,1621,060,000

12件 12人 30回

175,667 182,985

460人 13回 160人

事業収入

5件 5人 11回 180人 8回 123人
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補助金
交付額

2,300,000円

2,246,000円

400人 214.3％

目標 達成率
延べ実施

回数
登録
人数

857人

2,297回50団体 88.0％ 804人 900人 89.3％

2,652回

年度

Ｈ28

Ｈ29

交付対
象団体

目標値 達成率

48団体

44団体

20団体 240.0％

決算額

地域介護予防活動支援事業費（介護保険事業特別会計）
実施計画

掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

目的及び事業内容

その他

事業コード

地方債

成果に係る評価

予算の執行状況
予算額

3,630,000

決算額の財源内訳

2,307,450 897,146

（単位：円）

475,787

予
算
科
目

1 目

Ｐ86

　高齢者等を対象に日中の居場所づくり、定期的なサロン等の通いの場を提供する住民主体による自主
的活動を支援するとともに、高齢者の社会的孤立の解消、心身の健康保持及び介護予防並びに地域の支
え合い体制を推進することを目的とする。

4 款

( 3 )

2

004-004-003-01140 事　業　名

参加者の増加につながるよう、サロン活動等実施団体に対し、地域包括支援センター、生活支援コー
ディネーターなどを通じて周知を図っている。高齢者の社会的孤立の解消、心身の健康保持及び介護予
防にはサロン活動が効果が高いことから、活動地域の支え合い体制の構築を推進していく。

また、月1回程度の活動も多いことから、介護予防により効果のある月2回の活動への啓発や支援も
行っていきたい。
　

934,517

　個人又は団体が集会所等を利用し、高齢者を中心に障害者、子ども等に対し、体操、運動等の活動、
趣味活動等を通じた日中の居場所づくり、定期的なサロン等の通所型のサービスを提供することとし、
以下の条件に該当する場合に補助金を交付した。
　
　補助金交付条件
　・事業を6か月以上継続して実施
　・月2回以上実施
　・1回当たりの事業実施時間が概ね2時間以上
　・1回当たりの平均利用者のうち65歳以上の高齢者が5人以上であること。
　・1回当たり1,000円、月額上限10,000円とする。

国(県)支出金 事業収入

　補助金を交付することにより、会場費等必要経費の自己負担の軽減及び活動内容の充実が図られた。
　また、地域包括支援センターや生活支援コーディネーターが連携して支援することにより、高齢者の
日中の居場所づくりにつながった。

地域介護予防活動支援事業

第 4 節

中　事　業

安心して健やかに暮ら
せるまち

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

(  )

(  )

(  )
介護保険制度・介護予
防を充実する

復
興
計
画

地域支援事業費

一般介護予防事業費

一般介護予防事業費

項

基
本
計
画

第 4 章

-408-

Ｈ27 Ｈ28

(1) 平成28年度該当者に対し、平成29年度分の申請勧奨を実施するとともに、ケアマネジャー等を

1　介護用品支給券の支給

　　　通じて新規対象者の把握に努めた。

　(2)　申請者に対して、該当・非該当の決定をし、該当者については、介護用品支給券を交付した。

2　支給対象用品
　(1)　要介護4・5　紙おむつ、尿取りパット、使い捨て手袋、清拭剤及びドライシャンプー
　(2)　要支援～要介護3　紙おむつ及び尿取りパット

区分

80.4％

計 388人 405人 402人

275人

131人 131人 127人

2,000円券

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

介護保険制度・介護予
防を充実する

500人 500人

　在宅等で高齢者を介護している家族等の精神的、経済的負担軽減が図られた。
　介護保険認定者の在宅生活の継続や向上に寄与している。

274人

目標値

257人

任意事業費

(  )

(  )

(  )

Ｐ84 中　事　業 介護用品支給事業費（介護保険事業特別会計）

004-004-003-00078

9,780,039円

区分

達成率 84.3％ 81.0％

460人

第 4 章

第 4 節

復
興
計
画

安心して健やかに暮ら
せるまち

( 3 )

3 項

総
合
計
画

予
算
科
目

3 目

4 款 地域支援事業費

包括的支援事業・任意
事業費

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

事　業　名 介護用品支給事業

9,749,763円支払実績 10,088,412円

　支給券支払実績（扶助費）

事業コード

　市内に住所を有し、市民税非課税世帯で介護保険の認定を受け、介護用品が必要な65歳以上の高齢者
を介護している家族に対し、介護用品を購入できる介護用品支給券を支給することにより、本人及び家
族の精神的、経済的負担の軽減を図る。

　支給額：要支援～要介護3　高齢者一人当たり月額2,000円
　　　　　要介護4・5　     高齢者一人当たり月額5,000円

目的及び事業内容

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

Ｈ29

5,000円券

　支給券該当者

成果に係る評価

地方債国(県)支出金

5,740,231

　被保険者やその家族等の経済的負担を軽減し、在宅での生活を継続するために必要な事業であること
から、市のホームページ、チラシ、ケアマネジャー等を通じて、利用の周知を図っていくことが必要と
考える。

（単位：円）

予算の執行状況
予算額

12,080,000

決算額の財源内訳

決算額

9,812,361 2,158,720

その他 事業収入

1,913,410
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※各年度3月末日現在

ができるよう支援していく。

1 シルバーハウジング入居者に対し、生活援助員として2名（常駐1名）を派遣し、生活指導、相談対

  応、安否確認、一時的な家事援助、緊急時の対応等を行った。

2　委託業者による休日、早朝及び夜間の緊急通報対応業務を行った。

本市では「県営住宅」が対象であることから、宮城県等関係機関と引き続き円滑な連携を図りなが

ら、介護認定者については、地域包括支援センターとも連携し、入居者が安全で快適な生活を営むこと

Ｈ29 80.0％

年度

予算額

7戸

8戸

戸数 入居戸数

Ｈ27

Ｈ28

予算の執行状況

2,059,000

決算額の財源内訳

決算額

2,046,084 435,886

その他

（単位：円）

451,136

地方債国(県)支出金

1,159,062

派遣人員

10人 2人(常駐1人)

8人 2人(常駐1人)10戸

入居者実人員

2人(常駐1人)

10戸

7戸10戸 70.0％

入居率

70.0％

款 地域支援事業費

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

事　業　名事業コード

県営渡波住宅に設置されている高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）に生活援助員を派遣し、居
住している高齢者に対し、生活指導、相談対応、安否確認、一時的な家事援助、緊急時の対応等のサー
ビスを実施する。

目的及び事業内容

004-004-002-00075 高齢者世話付住宅事業

成果に係る評価

3 項

総
合
計
画

予
算
科
目

3 目

4

事業収入

高齢者世話付住宅事業費（介護保険事業特別会計）

包括的支援事業・任意
事業費

任意事業費 生活支援を充実する

Ｐ80 中　事　業

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

(  )

(  )

(  )

第 4 章

第 4 節

( 2 )

復
興
計
画

安心して健やかに暮ら
せるまち

8人

生活援助員の活動により、入居者が自立して生活を営むことができるよう、在宅生活の支援が図られ

た。
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1　対象者

2　事業内容

（福祉総務課、虐待防止センター合算分）

成　　　　果

　身近に協力者のいない判断能力が不十分な高齢者の福祉の増進が図られた。
　平成29年度は、成年後見制度の市長申立について、審判の請求を6件行うことができた。
　また、後見人報酬の助成として、7件1,718,000円を助成した。

入院中1件、養護老人ﾎｰﾑ1件、
在宅生活者4件

1,907,269円6件Ｈ29 7件 1,718,000円

978,000円Ｈ27 10件 1,124,953円
介護老人保健施設1件、入院中1件、
ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ3件、養護老人ﾎｰﾑ1件、
在宅生活者4件

5件

介護老人保健施設1件、入院中1件、
ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ1件、養護老人ﾎｰﾑ1件、
在宅生活者2件、有料老人ホーム2件、
特別養護老人ホーム1件

1,466,603円9件Ｈ28 5件 1,110,000円

3　申立状況

年度
成年後見市長申立 後見人報酬の助成

申立件数 事業費 備考 助成件数 事業費

総
合
計
画

任意事業費

(  )地域支援事業費

包括的支援事業・任意
事業費

第 4 節

( 4 )

復
興
計
画

(  )

(  )

第 4 章
安心して健やかに暮ら
せるまち

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

認知症高齢者と家族を
支援する

予
算
科
目

3 目

4 款

3 項

成果に係る評価

事業コード

　認知症、知的障害、精神障害などによって、物事を判断する能力が十分ではない方について、本人の
権利を守る援助者（後見人、保佐人、補助人）を選ぶことにより、本人を法律的に支援する。
　また、身寄りがいないなどの理由で、審判の期待ができない場合に、市長が家庭裁判所に対して成年
後見、保佐及び補助の開始に係る審判の請求等を行う。さらに、経済的に支援を受けなければ成年後見
制度の利用が困難な状況にある者に対しては、申立費用及び報酬の助成を行う。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

　今後は、市民後見人育成も視野に入れながら、住民や福祉関係者のみならず、市職員についても成年
後見制度についての周知、制度理解が必要。また、地域が連携して本人の生活状況や判断能力に即した
利用を行っていく必要がある。

004-004-004-00104 事　業　名 成年後見制度利用支援事業

成年後見制度利用支援事業費（介護保険事業特別会計）Ｐ88 中　事　業

取　組　実　績

　判断能力が不十分な認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等の福祉の増進を図るため、家庭裁判所
に対して成年後見等の開始に係る審判の請求等を行った。

(4) 行政等が行う各種施策及びサービスの利用並びに日常生活上の支援が必要な者

(1) 審判の請求に要した費用について、必要に応じて市が負担した。

(2) 成年後見人等への報酬に関し、必要に応じて助成金を交付した。

(1) 事理を弁識する能力の程度が低い者

(2) 生活状況及び健康状況が不十分である者

(3) 配偶者及び四親等内の親族による保護の可能性が低い者

予算の執行状況
予算額

6,084,000

決算額の財源内訳

決算額

1,907,269

（福祉総務課、虐待防止センター合算分）　

419,600

その他

（単位：円）

371,917

地方債国(県)支出金

1,115,752

事業収入

- 411 -



成果に係る評価

事業コード

予
算
科
目

5

安心して健やかに暮ら
せるまち

中　事　業 認知症総合支援事業費（介護保険事業特別会計）

1　物忘れ相談
　認知症サポート医や保健師等による相談会を実施した。
　(1)　対 象 者　本人、家族等
　(2)　会　　場　包括ケアセンター等
　(3)　回　　数　3回
　(4)　相談者数　4名

2　認知症初期集中支援推進事業
  認知症の疑いのある人や家族に面談し、初期支援を包括的集中的に行い、本人の自立支援のサポート
を実施した。アウトリーチ(受診困難者を訪問して医療につなぐ)の実施やチーム員会議を開催した。
　(1)　アウトリーチ実施件数：5件
　(2)　チーム員会議開催回数：12回
　(3)　チーム員会議対象者数：24名（延べ60名）
　(4)　チーム員：認知症サポート医、保健師、地域包括支援センター職員、関係課等
　
3　認知症講演会
  認知症予防や早期診断・早期対応の必要性について理解し、意識を高めた。
　(1)　対　　象　老人クラブ高齢者・一般住民等
　(2)　会　　場　公民館等
　(3)　回　　数　2回
　(4)　参加者数　延べ438名

4　認知症カフェ
  認知症の人とその家族、地域住民などが気軽に参加して、情報交換や交流、専門職スタッフへの相談
を実施した。
　(1)　対　　象　介護者、支援者等
　(2)　会　　場　3か所（市内みやぎ生協内集会室）
　(3)　回　　数　月1回
 （4） 参加者数　延べ134名

5　認知症ケアパスの普及・啓発
  認知症ケアパスとは、認知症の人や状況に合わせて、受けられるサービス等を提示したもので、その
内容を盛り込んだパンフレットを配布し普及・啓発を図った。

 （1） 配 布 先    　認知症講演会参加者、地域包括支援センター相談者等
 （2） 配布開始    　平成28年7月から
 （3） 延べ配布部数　約4,500部

取　組　実　績

成　　　　果

基
本
計
画

Ｐ87

10,930,453

認知症総合支援事業費

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

第 4 章

( 4 )

地域支援事業費

包括的支援事業・任意
事業費

決算額

(  )

(  )

2,404,700

その他

2,131,438

(  )

3 項

予算の執行状況
予算額

11,389,000

4 款

実施計画
掲載ページ

目的及び事業内容

目

認知症総合支援事業004-004-004-01189

事業収入

　認知症高齢者は、将来的に更なる増加が見込まれることから、関係機関と連携し、本人、家族への早
期支援を行うとともに、地域住民への普及・啓発に努める。

　地域包括支援センターや認知症初期集中支援チームの活動、アウトリーチ等により初期の段階で専門
機関につなぐことができ、本人への支援及び家族の負担軽減が図られた。
　また、認知症講演会、認知症カフェの開催、認知症ケアパスの配布等により認知症への理解を深める
ための普及・啓発を推進することができた。

6,394,315

　認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域で暮らし続けることができるよ
う、認知症の人やその家族を支援することを目的とする。

認知症高齢者と家族を
支援する

復
興
計
画

第 4 節

地方債

決算額の財源内訳

（単位：円）

国(県)支出金

事　業　名
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